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(57)【要約】
【課題】　格子状に組まれた天上野縁組等下地組の水平
、垂直振動に対し接合部の高耐力化により天上仕上げ材
の保護及び落下を防止し施工の迅速化、簡便性とコスト
ダウンを図る。
【解決手段】　接合する下地組部材の上部より被せ接合
する一対二枚の側壁から成る接合金物であって、接合部
に集合する下地組部材に側面から釘、又はビスを以て縦
、横、垂直に三次元的に留め付けられ、本発明の接合金
物を用いることにより、接合部の高強度化と同時に熟練
した技術を不要とする施工の簡便化、短尺材の活用、ゴ
ミの削減等によるコストの低減を図ることができる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　相接する野縁材等下地組部材の部材同士の接合部に用い、それらを接合する接合金物で
あって、
　金属薄板を下方へ折曲し、その上端の角孔両側の二箇所の水平連結部により左右連結さ
れた一対二枚の側壁から成り、接合部に集合する接合部材の上部より被せ側面からビス、
釘等により仕口を持たない部材同士相互を簡便、確実に接合することを特徴とする接合金
物。
【請求項２】
　両側壁から外側に突出させた左右二箇所一対二枚ずつの小側壁を有し、直交する野縁材
等下地組部材を接合する。
　野縁材等の差し込みによる施工の簡便性と金属薄板の厚みによる不陸を避ける等の目的
から連結部を除く五周を開放したことを特徴とする請求項１記載の野縁材等下地組部材の
接合金物。
【請求項３】
　接合部に集合する野縁材等下地組部材数部材を各側壁の両側からビス、釘等により接合
し、接合金物間であれば、補強斜材を含めた仕口を持たない短尺端材の野縁材等のみでも
下地組等を構成できることを特徴とする請求項２記載の接合金物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、木造建築物や軽量鉄骨造などの建築物全般に於ける天井等の下地になる格子
状の下地組を構築する際に下地組部材として用いる野縁材相互の接合に使用する接合金物
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、建築物の天井高さは、概ね構造材（柱材）等の定尺長さが基準となっており、上
階の音や振動を遮断する、配線、配管空間を設ける等の目的から上階床下、上階スラブ下
等と下階天井等との間に「ふところ」と称する空間を設けている。
【０００３】
　従来、この部分は野縁材である木材や軽量角型鋼管を、木材の場合は釘やビスを用い、
軽量角型鋼管の場合はタッピングビス等により一定の間隔に格子状に組み吊ボルトにより
上階床組下端の構造部材や上階スラブ下から吊下げていた。
【０００４】
　然しながら、この方法は水平方向には野縁組等下地組部材同士は繋げられていても、数
ミリ径のボルトにより吊下げられているのみで、吊ボルトは変形し易く、剛性が無く水平
振動や垂直振動に対し弱い。
　今般の東北大震災にあっても、この方法で構成された多くの天井が破壊されている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上述の如く、従来の技術に係る野縁組による天井野縁組等下地組により「ふところ」の
空間を構成することは容易であったが、建築物が振動していると常に揺れている状態で構
造部材を隠すための化粧材でしかなかった。
【０００６】
　この揺れを減少させるには、下地組の構成部材である野縁材同士を強固に接合し、補強
斜材等を加えたトラス状に組み立てる等の方法によれば水平方向の剛性を確保できるが従
来の方法による吊ボルトを用いては、是等の問題は何も解決されない。
【０００７】
　本発明は斯様な状況を鑑みて成されたものであり、その目的は、地震動や振動に対し野
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縁材相互の強固な接合を図り、野縁組等下地組の高剛性化による高強度化と安全性の確保
である。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上述の目的を達成する本発明の野縁材等の接合金物（以下接合金物という）は、金属薄
板を上端平坦な逆Ｕ字型に折曲し、上端水平な連結部により連結され、数個のビス孔を穿
った平行する一対二枚の側壁から成る。
【０００９】
　その各々の側壁中央下部から両側壁の半ば直上にかけ外側に突出した二箇所に一対二枚
のビス孔を有する小側壁を設け野縁材受けＣ、Ｇとしている。
　これにより直交する短尺材でも接合金物により強固に接合することができる。
【００１０】
　一例として、突出した垂直部材１を直接構造部材に接合することにより、吊ボルトのよ
うな撓りが無くなり、野縁組等下地組の揺れが減少し剛性を高めることが可能となる。
　又、上下二段に接合金物を用いる場合、束材等垂直部材１も構成部材として一定の間隔
に組み込むことが可能で、斜材を入れた場合、平行弦トラス形状になる。
【発明の効果】
【００１１】
　以上説明したように本発明によれば、長尺野縁材を用いること無く、短尺材を用いても
接合部分で接合金物を介した強固な接合が可能で、短尺部材を活用し野縁組等を構成する
ことができる。
【００１２】
　本発明の接合金物を採用することにより、今までは廃棄していた端材も捨てること無く
活用でき、ゴミの軽減と施工の簡便化等によるコストの削減が可能となる。
　同時に、並行する野縁材間に繋ぎ部材として野縁材を配し、直交して強固に接合するこ
とは、野縁組等下地組全体の高剛性化の実現を可能にする。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、本発明の実施の形態を図面に基づき詳細に説明する。
【００１４】
　図１～図２は本発明の第１の実施の形態に係り、図１は接合金物を用いた接合部の外観
斜視図、図２はその中央部の縦断面図、図３は接合金物の外観斜視図であり図４、図５は
第２の実施例を示すものである。
【００１５】
　図１、図２に示すように接合金物Ａは接合部Ｊに集合した各野縁材１～４の中央部に上
部から被せビス等により接合金物Ａを介しビスｂにより各野縁材は接合される。
【００１６】
　通常天井組等の下地となる各野縁材（２～４）は、一定の寸法間隔で格子状に床上等平
坦な場所で仮組みし、組みあがった状態で構造部材である上階の梁やスラブに吊木や吊ボ
ルトにて取り付けられる。
【００１７】
　この時、接合部に集合する各野縁材の内の短尺材３及び４は並行する長尺野縁材２同士
の繋材として或いは振れ止めとして存在するが、この短尺材３，４も仕上げ材等の面材か
らの釘、ビス等が打たれ仕上げ材等の荷重を負担している。
【００１８】
　然しながら従来は、この接合部Ｊに集合する野縁材等の部材同士を結合するために、釘
、ビス等を野縁組材から斜めに打ち込み固定してきたが、これ等の部材にも水平力は作用
する。
　これ等の力に対しても接合部の強度確保が不可欠であり、確実に留めつけるため接合金
物Ａの両側壁Ｅ、Ｆ下部にも一対二枚の小側壁Ｃ、Ｇを設けている。
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【００１９】
　この類の接合金物では下部を閉じて、その下部面で部材を支持することが多いが、接合
金物の下部面が閉じていると接合金物が野縁組材下端面より突出してしまい不陸が生じる
。
　しかしながら、本発明の接合金物Ａは両側壁下端Ｄが解放されているため、野縁組等下
地材（１～４）は接合部分Ｊにあっても下地材同士は平坦に接合できることで、仕上げ材
等の面材に影響を及ぼすことがなく、小側壁Ｃにあっても同様である。
【００２０】
　図４は本発明の第２の実施の形態であり、上階下面と天井下地野縁組との間に十分な空
間が存在する場合、上部接合部に本発明の接合金物Ａを取り付けることにより斜材５、６
を取り付けることができ、更に強固な天井下地等野縁組を構成することができる。
【実施例】
【００２１】
　野縁材は通常３９ｍｍ×４５ｍｍ程度の断面を持つ角材を使用することが多く、この部
材は他の部位にても仮組み部材や飼木として利用することが多いが使用後は廃棄されてし
まうことが多い。
　野縁材全てにこの寸法の部材を用いれば、廃棄する短尺材でも有効に活用することがで
きる。
【００２２】
　更に接合金物上端水平部に小径の孔を開けておけば、組みあがった野縁組のワイヤー吊
等をする場合にも対応できる。
【００２３】
　以上、本発明の実施の形態及び実施例を説明してきたが、本発明の範囲はこれに限定さ
れるものではない。
　例えば、壁内に空間が必要な場合など垂直方向に使用する等状況に応じて適宜選択され
るものである。
【産業上の利用の可能性】
【００２４】
　本発明の接合金物は住宅、商業ビル等その構造に左右されること無く広く建築物を施工
する分野で利用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明の第１の実施の形態に係る野縁材と接合金物の関係を示す外観斜視図であ
る。
【図２】野縁材集合部中央部の断面図である。
【図３】接合金物の外観斜視図である。
【図４】第２の実施の形態に係る野縁材と接合金物の関係を示す外観斜視図である。
【図５】第２の実施の形態に係る野縁材等の集合部である。
【符号の説明】
【００２６】
１　　　　束材等垂直部材
２　　　　長尺野縁組材
３　　　　繋材
４　　　　繋材
５　　　　補強斜材
６　　　　補強斜材
Ａ　　　　接合金物
Ｂ　　　　水平連結部
Ｃ　　　　小側壁
Ｄ　　　　接合金物両側壁下端
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Ｅ　　　　接合金物側壁
Ｆ　　　　接合金物側壁
Ｇ　　　　小側壁
ｈ　　　　ビス孔
ｄ　　　　ビス

【図１】 【図２】

【図３】
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